
JP WO2007/032214 A1 2007.3.22

(57)【要約】
　炭化珪素単結晶基板の表面から成長させた炭化珪素エピタキシャル膜の内部で通電時に
電子と正孔が再結合するバイポーラ型炭化珪素半導体素子において、電流通電により拡大
する積層欠陥の核となる欠陥を低減させ、これにより、バイポーラ型炭化珪素半導体素子
の順方向電圧の増加を抑制させること。本発明のバイポーラ型炭化珪素半導体素子の製造
方法では、製造工程の最後に当該素子を３００℃以上の温度で加熱処理する。好ましくは
、電極形成後に上記の加熱処理を行い、その後、得られたバイポーラ型炭化珪素半導体素
子をパッケージへ実装する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　炭化珪素単結晶基板の表面から成長させた炭化珪素エピタキシャル膜の内部で電流通電
時に電子と正孔が再結合するバイポーラ型炭化珪素半導体素子の製造方法であって、
　前記バイポーラ型炭化珪素半導体素子の製造工程の最後に、該バイポーラ型炭化珪素半
導体素子を３００℃以上の温度で加熱することを特徴とするバイポーラ型炭化珪素半導体
素子の製造方法。
【請求項２】
　前記バイポーラ型炭化珪素半導体素子を３００℃以上の温度で加熱する工程を、電極を
形成する工程の後に行うことを特徴とする請求項１に記載のバイポーラ型炭化珪素半導体
素子の製造方法。
【請求項３】
　前記バイポーラ型炭化珪素半導体素子を３００℃以上の温度で加熱する工程を、少なく
とも全てのイオン注入工程よりも後に行うことを特徴とする請求項１に記載のバイポーラ
型炭化珪素半導体素子の製造方法。
【請求項４】
　前記バイポーラ型炭化珪素半導体素子を３００℃以上の温度で加熱する工程を、少なく
とも素子表面を保護するための酸化膜を形成した当該素子表面における電極を形成する部
位を含む各部位の酸化膜を除去し、当該部位においてエピタキシャル膜を露出させる工程
よりも後に行うことを特徴とする請求項１に記載のバイポーラ型炭化珪素半導体素子の製
造方法。
【請求項５】
　前記バイポーラ型炭化珪素半導体素子は、パッケージに実装されるバイポーラ型半導体
素子であり、
　前記バイポーラ型炭化珪素半導体素子を３００℃以上の温度で加熱する工程によって該
バイポーラ型炭化珪素半導体素子の製造を完了し、その後、得られたバイポーラ型炭化珪
素半導体素子はパッケージに実装されることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載
のバイポーラ型炭化珪素半導体素子の製造方法。
【請求項６】
　六方晶の炭化珪素単結晶基板の表面から六方晶の炭化珪素エピタキシャル膜を成長させ
ることを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載のバイポーラ型炭化珪素半導体素子の
製造方法。
【請求項７】
　六方晶四回周期型の炭化珪素単結晶基板の表面から六方晶四回周期型の炭化珪素エピタ
キシャル膜を成長させるか、六方晶六回周期型の炭化珪素単結晶基板の表面から六方晶六
回周期型の炭化珪素エピタキシャル膜を成長させるか、または六方晶二回周期型の炭化珪
素単結晶基板の表面から六方晶二回周期型の炭化珪素エピタキシャル膜を成長させること
を特徴とする請求項６に記載のバイポーラ型炭化珪素半導体素子の製造方法。
【請求項８】
　菱面十五回周期型の炭化珪素単結晶基板の表面から菱面十五回周期型の炭化珪素エピタ
キシャル膜を成長させることを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載のバイポーラ型
炭化珪素半導体素子の製造方法。
【請求項９】
　前記バイポーラ型炭化珪素半導体素子を３００℃以上の温度で加熱する前に、該バイポ
ーラ型炭化珪素半導体素子の動作領域に対して、電子－正孔対の生成が可能な波長におけ
る光照射を行うことを特徴とする請求項１～８のいずれかに記載のバイポーラ型炭化珪素
半導体素子の製造方法。
【請求項１０】
　素子形成過程にある炭化珪素半導体における素子の動作領域となる位置、または、素子
形成が完了した炭化珪素半導体素子における当該素子の動作領域へ、電子－正孔対生成が
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可能な波長における光照射を行う工程と、
　前記炭化珪素半導体または炭化珪素半導体素子を３００℃以上の温度で加熱する工程と
、
を含むことを特徴とする炭化珪素半導体素子の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、炭化珪素半導体素子、特に、炭化珪素単結晶基板の表面から成長させた炭化
珪素エピタキシャル膜の内部で電流通電時に電子と正孔が再結合するバイポーラ型炭化珪
素半導体素子の製造方法に関する。特に本発明は、電流通電に伴い経時で順方向電圧が増
加する要因である積層欠陥の核となる欠陥を低減させる技術の改良に関する。
【背景技術】
【０００２】
　炭化珪素（ＳｉＣ）は、シリコン（Ｓｉ）に比べて絶縁破壊電界強度が約１０倍であり
、この他に熱伝導率、電子移動度、バンドギャップなどにおいても優れた物性値を有する
半導体であることから、従来のＳｉ系パワー半導体素子に比べて飛躍的な性能向上を実現
する半導体材料として期待されている。
【０００３】
　最近では、直径３インチまでの４Ｈ－炭化珪素単結晶基板、６Ｈ－炭化珪素単結晶基板
が市販されるようになり、Ｓｉの性能限界を大幅に超える各種の半導体スイッチング素子
の報告が相次いでなされるなど、高性能炭化珪素半導体素子の開発が進められている。
【０００４】
　半導体素子は、電流通電時に電子あるいは正孔のみが電気伝導に作用するユニポーラ型
半導体素子と、電子と正孔の両者が電気伝導に作用するバイポーラ型半導体素子に大別さ
れる。ユニポーラ型半導体素子にはショットキーバリヤダイオード（ＳＢＤ）、接合電界
効果トランジスタ（Ｊ－ＦＥＴ）、金属／酸化膜／半導体電界効果トランジスタ（ＭＯＳ
－ＦＥＴ）などが属する。バイポーラ型半導体素子にはｐｎダイオード、バイポーラ型接
合トランジスタ（ＢＪＴ）、サイリスタ、ゲートターンオフサイリスタ（ＧＴＯサイリス
タ）、絶縁ゲート型バイポーラトランジスタ（ＩＧＢＴ）などが属する。
【０００５】
　炭化珪素単結晶を用いてパワー半導体素子を作製する場合、炭化珪素単結晶の拡散係数
が極めて小さいために不純物を深く拡散させることが困難であることから、炭化珪素バル
ク単結晶基板上に、基板と同一の結晶型で、所定の膜厚およびドーピング濃度を有する単
結晶膜をエピタキシャル成長させることが多い（特許文献１）。具体的には、昇華法ある
いは化学気相成長法（Chemical Vapor Deposition：ＣＶＤ）によって得られたバルク単
結晶をスライスした基板の表面に、ＣＶＤ法によりエピタキシャル単結晶膜を成長させた
炭化珪素単結晶基板が使用されている。
【０００６】
　炭化珪素単結晶には各種の結晶多形（ポリタイプ）が存在するが、パワー半導体素子の
開発では、絶縁破壊電界強度および移動度が高く、異方性が比較的小さい４Ｈ－炭化珪素
が主に使用されている。エピタキシャル成長を行う結晶面としては、（０００１）Ｓｉ面
、（０００－１）Ｃ面、（１１－２０）面、（０１－１０）面、（０３－３８）面などが
あるが、（０００１）Ｓｉ面および（０００－１）Ｃ面からエピタキシャル成長させる場
合には、ステップフロー成長技術によりホモエピタキシャル成長させるために、これらの
面を［１１－２０］方向あるいは［０１－１０］方向に数度傾けた結晶面が使用されるこ
とが多い。
【特許文献１】国際公開ＷＯ０３／０３８８７６号パンフレット
【非特許文献１】ジャーナル　オブ　アプライド　フィジックス（Journal of Applied P
hysics）ボリューム９５　Ｎｏ．３　２００４年　１４８５頁～１４８８頁
【非特許文献２】ジャーナル　オブ　アプライド　フィジックス（Journal of Applied P
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hysics）ボリューム９２　Ｎｏ．８　２００２年　４６９９頁～４７０４頁
【非特許文献３】ジャーナル　オブ　クリスタル　グロウス（Journal of Crystal Growt
h）ボリューム２６２　２００４年　１３０頁～１３８頁
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上記したように、炭化珪素を用いたパワー半導体素子は各種の優れた点を有しているが
、以下の問題点があった。バイポーラ型炭化珪素半導体素子における炭化珪素単結晶の内
部には、その製造工程において各種の結晶欠陥が発生する。具体的には、第１に、改良レ
ーリー法またはＣＶＤ法により炭化珪素バルク単結晶を成長させる工程において、各種の
結晶欠陥が発生する。このような各種の結晶欠陥が含まれた炭化珪素バルク単結晶から切
り出したウエハを用いて作製したバイポーラ型炭化珪素半導体素子では、ウエハの内部に
存在する結晶欠陥が素子の特性を低下させる要因となる。
【０００８】
　第２に、炭化珪素エピタキシャル膜には、ＣＶＤ法により炭化珪素バルク単結晶基板の
表面から成長させる工程において、各種の結晶欠陥が発生する。ここで発生する結晶欠陥
には、線状欠陥、点欠陥、環状欠陥など各種のものがある。
【０００９】
　図１（ａ）、（ｂ）は、炭化珪素単結晶基板と、ステップフロー成長技術によりその表
面から形成した炭化珪素エピタキシャル膜との界面近傍を示した断面図である。図１（ａ
）において５は結晶面（（０００１）Ｓｉ面）、θはオフ角である。図１（ａ）に示した
ように、炭化珪素単結晶基板１の上に形成されたエピタキシャル膜（ｎ型エピタキシャル
膜２ａおよびｐ型エピタキシャル膜（またはｐ型注入層）２ｂには、線状欠陥６、点欠陥
７、環状欠陥８などの各種の結晶欠陥が存在している。線状欠陥６には、例えば（０００
１）Ｓｉ面と平行に延びるベーサルプレーン転位（basal plane dislocation）などがあ
る。また、図１（ｂ）のように、炭化珪素エピタキシャル膜２の表面近傍には環状欠陥８
が多く存在する。
【００１０】
　ｐｎダイオードなどのバイポーラ素子では、ｎ型エピタキシャル膜と、ｎ型エピタキシ
ャル膜とｐ型エピタキシャル膜との界面付近またはｎ型エピタキシャル膜とｐ型注入層と
の界面付近が通電時に電子と正孔が再結合する領域となるが、バーガースベクトルが［０
１－１０］のショックレー型部分転位（Shockley partial dislocation、ショックレー型
不完全部分転位とも呼ばれている）を持つ欠陥は、通電時に発生する電子と正孔の再結合
エネルギーによって積層欠陥（stacking fault）へと変換される（上記の非特許文献１～
４）。この積層欠陥は図４に示したように、三角形や菱形等の形状を有する面状の欠陥と
して発生する。
【００１１】
　積層欠陥の領域は、電流通電時に高抵抗領域として作用すると考えられ、その結果とし
て、積層欠陥の面積拡大に伴ってバイポーラ型半導体素子の順方向電圧が増加することに
なる。
【００１２】
　第３に、炭化珪素バルク単結晶基板の表面に炭化珪素エピタキシャル膜を形成した後、
例えばメサ構造の形成、イオン注入、酸化膜の形成、電極の形成などの各種の工程を経て
バイポーラ型炭化珪素半導体素子が作製されるが、炭化珪素単結晶基板への加工を行う工
程においても上記の結晶欠陥、すなわち線状欠陥、点欠陥、環状欠陥などが発生する。例
えば、炭化珪素バルク単結晶は不純物原子の拡散定数が小さく熱拡散法による不純物のド
ーピングを適用することが困難であるため、イオン注入によって窒素イオンやアルミニウ
ムイオンを炭化珪素エピタキシャル膜へ導入する場合がある。また、ｐｎダイオードにお
けるＪＴＥの形成時にも炭化珪素エピタキシャル膜へのイオン注入が行われる。これらの
イオン注入時には、結晶内部に打ち込まれた不純物イオンが衝突することによって炭化珪
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素単結晶の結晶構造が破壊されて炭化珪素単結晶が損傷し、上記の結晶欠陥が発生すると
考えられる。
【００１３】
　以上のように、炭化珪素単結晶基板の形成工程、炭化珪素エピタキシャル膜の形成工程
、およびその後の炭化珪素基板への加工工程において、炭化珪素単結晶の内部には各種の
結晶欠陥が発生する。この結晶欠陥は、製造したバイポーラ型炭化珪素半導体素子の特性
を低下させる要因となり、特に、電流通電によって炭化珪素エピタキシャル膜に存在する
結晶欠陥が面状の積層欠陥となり、その面積が拡大すると、順方向電圧が増加することに
なる。順方向電圧の増加は炭化珪素バイポーラ型半導体素子の信頼性を低下させ、バイポ
ーラ型炭化珪素半導体素子を組み込んだ電力制御装置の電力損失の増大を引き起こす。そ
のため、電流通電により拡大する積層欠陥の核となる欠陥を低減させるという課題があっ
た。
【００１４】
　本発明は、上記した従来技術における課題を解決するためになされたものであり、電流
通電により拡大する積層欠陥の核となる欠陥を低減させ、これにより、バイポーラ型炭化
珪素半導体素子の順方向電圧の増加を抑制させることを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　バイポーラ型炭化珪素半導体素子を３００℃以上の温度で予め加熱処理したところ、そ
の後の電流通電による積層欠陥の形成が顕著に抑制された。この知見に基づいて、バイポ
ーラ型炭化珪素半導体素子の製造工程の最後に３００℃以上の温度で加熱を行うことによ
り、電流通電後に順方向電圧の増加が抑制されることを見出し本発明を完成するに至った
。
【００１６】
　本発明のバイポーラ型炭化珪素半導体素子の製造方法は、炭化珪素単結晶基板の表面か
ら成長させた炭化珪素エピタキシャル膜の内部で電流通電時に電子と正孔が再結合するバ
イポーラ型炭化珪素半導体素子の製造方法であって、
　前記バイポーラ型炭化珪素半導体素子の製造工程の最後に、該バイポーラ型炭化珪素半
導体素子を３００℃以上の温度で加熱することを特徴とする。
【００１７】
　前記バイポーラ型炭化珪素半導体素子を３００℃以上の温度で加熱する工程は、通常は
、電極を形成する工程の後に行われる。また、当該工程は、少なくとも全てのイオン注入
工程よりも後に行われ、且つ、少なくとも素子表面を保護するための酸化膜を形成した当
該素子表面における電極を形成する部位を含む各部位の酸化膜を除去し、当該部位におい
てエピタキシャル膜を露出させる工程よりも後に行われる。
【００１８】
　上記の発明は特に、耐熱温度に制限があるパッケージに実装されるバイポーラ型炭化珪
素半導体素子の製造に好ましく適用される。この場合、前記バイポーラ型炭化珪素半導体
素子を３００℃以上の温度で加熱する工程によって該バイポーラ型炭化珪素半導体素子の
製造を完了し、その後、得られたバイポーラ型炭化珪素半導体素子はパッケージに実装さ
れる。
【００１９】
　上記の発明は、六方晶の炭化珪素単結晶基板の表面から六方晶の炭化珪素エピタキシャ
ル膜を成長させる場合、より具体的には、六方晶四回周期型の炭化珪素単結晶基板の表面
から六方晶四回周期型の炭化珪素エピタキシャル膜を成長させるか、六方晶六回周期型の
炭化珪素単結晶基板の表面から六方晶六回周期型の炭化珪素エピタキシャル膜を成長させ
るか、または六方晶二回周期型の炭化珪素単結晶基板の表面から六方晶二回周期型の炭化
珪素エピタキシャル膜を成長させる場合に好ましく適用される。あるいは、菱面十五回周
期型の炭化珪素単結晶基板の表面から菱面十五回周期型の炭化珪素エピタキシャル膜を成
長させる場合に好ましく適用される。
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【００２０】
　また、本発明のバイポーラ型炭化珪素半導体素子の製造方法は、前記バイポーラ型炭化
珪素半導体素子を３００℃以上の温度で加熱する前に、該バイポーラ型炭化珪素半導体素
子の動作領域に対して、電子－正孔対の生成が可能な波長における光照射を行うことを特
徴とする。
【００２１】
　このように、熱処理の前に光照射を行うことで、積層欠陥をより効果的に低減すること
ができる。
【００２２】
　また、本発明の炭化珪素半導体素子の製造方法は、素子形成過程にある炭化珪素半導体
における素子の動作領域となる位置、または、素子形成が完了した炭化珪素半導体素子に
おける当該素子の動作領域へ、電子－正孔対生成が可能な波長における光照射を行う工程
と、
　前記炭化珪素半導体または炭化珪素半導体素子を３００℃以上の温度で加熱する工程と
、
を含むことを特徴とする。
【００２３】
　ここで、「素子形成が完了した」とは、上記の光照射および熱処理以外の全ての素子形
成工程が完了したことを意味する。
【００２４】
　上記の発明によれば、積層欠陥を効果的に低減することができる。これにより、炭化珪
素半導体素子の信頼性が向上する。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明によれば、電流通電により拡大する積層欠陥の核となる欠陥が低減され、これに
より、バイポーラ型炭化珪素半導体素子の順方向電圧の増加を抑制できる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】図１は、炭化珪素単結晶基板と、ステップフロー成長技術によりその表面から形
成した炭化珪素エピタキシャル膜との界面近傍を示した断面図である。
【図２】図２は、表面にエピタキシャル膜を形成した炭化珪素単結晶基板を用いて作製し
たｐｎダイオードの断面図である。
【図３】図３は、素子の動作領域に対して熱処理前に光照射を行う態様を説明する図であ
る。
【図４】図４は、６００℃までの各温度において加熱処理を行ったそれぞれのｐｎダイオ
ードに対して電流通電試験を行い、試験後のｐｎダイオードにおける炭化珪素エピタキシ
ャル膜のフォトルミネッセンス像を観察した結果を示した概念図である。
【符号の説明】
【００２７】
　１　炭化珪素単結晶基板
　２　炭化珪素エピタキシャル膜
　２ａ　ｎ型エピタキシャル膜
　２ｂ　ｐ型エピタキシャル膜（またはｐ型注入層）
　３　ベーサルプレーン転位
　４　スレッディングエッジ転位
　５　結晶面
　６　線状欠陥
　７　点欠陥
　８　環状欠陥
１１ａ　積層欠陥（不完全転位ループ）
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１１ｂ　積層欠陥（完全転位ループ）
１２　ＳｉＣエピタキシャル膜の表面
１３　（０００１）Ｓｉ面
２１　炭化珪素単結晶基板
２３　ドリフト層
２４　ｐ型接合層
２５　ｐ＋型コンタクト層
２６　ＪＴＥ
２７　酸化膜
２８　カソード電極
２９　アノード電極
　θ　オフ角
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
　以下、図面を参照しながら本発明について説明する。なお、格子方位および格子面につ
いて、個別方位は［］、個別面は（）で示し、負の指数については結晶学上、“－”（バ
ー）を数字の上に付けることになっているが、明細書作成の都合上、数字の前に負号を付
けることにする。
【００２９】
　本発明では、最終工程の前までは従来と同様の方法にてバイポーラ型炭化珪素半導体素
子が製造される。電極などを形成する半導体基板として、炭化珪素エピタキシャル単結晶
膜を表面から成長させた炭化珪素単結晶基板が使用される。
【００３０】
　炭化珪素単結晶基板としては、昇華法あるいはＣＶＤ法によって得られたバルク結晶を
スライスしたものを使用する。昇華法（改良レーリー法）による場合、例えば、坩堝に炭
化珪素粉末を入れて、２２００～２４００℃で加熱して気化し、種結晶の表面に典型的に
は０．８～１ｍｍ／ｈの速度で堆積させてバルク成長させる。得られたインゴットを所定
の厚さに、所望の結晶面が表出するようにスライスする。エピタキシャル膜へのベーサル
プレーン転位の伝搬を抑制するために、切り出したウエハの表面を、研磨砥粒を用いた研
磨処理、水素エッチング、化学機械研磨（ＣＭＰ：Chemical Mechanical Polishing）な
どにより処理して鏡面状に平滑化することが好ましい。
【００３１】
　この炭化珪素単結晶基板の表面から、炭化珪素単結晶エピタキシャル膜を成長させる。
炭化珪素単結晶には結晶多形（ポリタイプ）が存在するが、例えば、４Ｈ－ＳｉＣ、６Ｈ
－ＳｉＣ、２Ｈ－ＳｉＣ、１５Ｒ－ＳｉＣなどが炭化珪素単結晶基板として用いられる。
これらの中でも、４Ｈ－ＳｉＣは、絶縁破壊電界強度および移動度が高く、異方性が比較
的小さい。エピタキシャル成長を行う結晶面としては、例えば（０００１）Ｓｉ面、（０
００－１）Ｃ面、（１１－２０）面、（０１－１０）面、（０３－３８）面などが挙げら
れる。
【００３２】
　（０００１）Ｓｉ面、（０００－１）Ｃ面でエピタキシャル成長させる場合、［０１－
１０］方向、［１１－２０］方向、あるいは［０１－１０］方向と［１１－２０］方向と
の中間方向のオフ方位に、例えば１～１２°のオフ角で傾斜させて切り出した基板を使用
し、この結晶面からステップフロー成長技術により炭化珪素をエピタキシャル成長させる
。
【００３３】
　炭化珪素単結晶膜のエピタキシャル成長はＣＶＤ法を用いて行われる。Ｃの原料ガスと
してはプロパン等が用いられ、Ｓｉの原料ガスとしてはシラン等が用いられる。これらの
原料ガスと、水素等のキャリアガスと、ドーパントガスとの混合ガスを炭化珪素単結晶基
板の表面に供給する。ドーパントガスとしては、ｎ型エピタキシャル膜を成長させる場合
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には窒素等が用いられ、ｐ型エピタキシャル膜を成長させる場合にはトリメチルアルミニ
ウム等が用いられる。
【００３４】
　これらのガス雰囲気下、例えば１５００～１６００℃、４０～８０Ｔｏｒｒの条件で、
２～２０μｍ／ｈの成長速度で炭化珪素をエピタキシャル成長させる。これにより、炭化
珪素単結晶基板と同一の結晶型の炭化珪素がステップフロー成長する。
【００３５】
　エピタキシャル成長を行うための具体的な装置としては、縦型ホットウォール炉を用い
ることができる。縦型ホットウォール炉には、石英で形成された水冷２重円筒管が設置さ
れ、水冷２重円筒管の内部には、円筒状断熱材、グラファイトで形成されたホットウォー
ル、および炭化珪素単結晶基板を縦方向に保持するための楔形サセプタが設置されている
。水冷２重円筒管の外側周囲には、高周波加熱コイルが設置され、高周波加熱コイルによ
りホットウォールを高周波誘導加熱し、ホットウォールからの輻射熱により、楔形サセプ
タに保持された炭化珪素単結晶基板を加熱する。炭化珪素単結晶基板を加熱しながら水冷
２重円筒管の下方より反応ガスを供給することによって、炭化珪素単結晶基板の表面に炭
化珪素がエピタキシャル成長する。
【００３６】
　このようにしてエピタキシャル膜を形成した炭化珪素単結晶基板を用いて、バイポーラ
素子を作製する。以下、図２を参照しながら、バイポーラ素子の一つであるｐｎ（ｐｉｎ
）ダイオードの製造方法の一例を説明する。改良レーリー法により成長させたインゴット
を所定のオフ角でスライスし、表面を鏡面処理したｎ型の４Ｈ－炭化珪素単結晶（キャリ
ア密度８×１０18ｃｍ-3、厚さ４００μｍ）からなる炭化珪素単結晶基板２１の上に、Ｃ
ＶＤ法によって窒素ドープｎ型炭化珪素層（ドリフト層２３：ドナー密度５×１０14ｃｍ
-3、膜厚４０μｍ）とアルミニウムドープｐ型炭化珪素層（ｐ型接合層２４：アクセプタ
密度５×１０17ｃｍ-3、膜厚１．５μｍ、およびｐ＋型コンタクト層２５：アクセプタ密
度１×１０18ｃｍ-3、膜厚０．５μｍ）を順次エピタキシャル成長させる。
【００３７】
　次に、反応性イオンエッチング（ＲＩＥ）によりエピタキシャル膜の外周部を除去して
メサ構造を形成する。メサ構造を形成するために、エピタキシャル膜の上にＮｉ金属膜を
蒸着する。蒸着には電子線加熱蒸着装置を使用する。電子線加熱蒸着装置は、電子線発生
器と、Ｎｉ金属片を入れる坩堝と、エピタキシャル膜の表面を外側として炭化珪素単結晶
基板を保持する基板ホルダとを備えている。坩堝の中に入れたＮｉ金属片に対して１０ｋ
Ｖ程度に加速された電子線を照射してＮｉ金属片を溶融し、エピタキシャル膜の上に蒸着
させる。
【００３８】
　エピタキシャル膜の上に蒸着したＮｉ金属膜の表面に、メサ構造をパターニングするた
めのフォトレジストをスピンコーターを用いて１μｍの厚さとなるように塗布し、オーブ
ン内でレジスト膜を加熱処理する。このレジスト膜に対してメサ構造のパターンに対応し
たマスクを介して紫外線を露光し、レジスト現像液を用いて現像する。現像によって基板
表面に露出したＮｉ金属膜を酸により除去し、次いで四フッ化炭素と酸素との混合ガスを
用いたＲＩＥにより、Ｎｉ金属膜が除去されて基板表面に露出したエピタキシャル膜をエ
ッチングし、高さ幅が４μｍのメサを形成する。
【００３９】
　次に、メサ底部での電界集中を緩和するために、アルミイオンを注入してＪＴＥ（ジャ
ンクション ターミネーション エクステンション）２６を形成する。ＪＴＥ２６は、トー
タルドーズ量１．２×１０13ｃｍ-2、幅２５０μｍ、深さ０．７μｍである。３０～４５
０ｋｅＶの間で順次エネルギーを変更しながらイオン注入することによって、注入された
アルミイオンは深さ方向の濃度が一定になるような濃度分布を有している。イオン注入し
た後、アルゴンガス雰囲気下で熱処理を行うことによりアルミイオンを活性化する。
【００４０】
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　次に、素子表面を保護するための酸化膜２７を形成する。熱酸化を行うために基板を熱
酸化炉に入れ、乾燥した酸素ガスを流しながら基板を加熱して基板表面全体に厚さ４０ｎ
ｍの熱酸化膜を形成する。その後、基板表面における電極を形成する部位などの所定部位
を、フォトリソグラフィー技術によってパターニングし、フッ酸によりこれらの部位の熱
酸化膜を除去してエピタキシャル膜を露出させる。
【００４１】
　次に、電子線加熱蒸着装置を用いてカソード電極２８とアノード電極２９を蒸着する。
カソード電極２８は、基板２１の下面にＮｉ（厚さ３５０ｎｍ）を蒸着して形成される。
アノード電極２９は、ｐ＋型コンタクト層２５の上面に、Ｔｉ（厚さ１００ｎｍ）の膜と
Ａｌ（厚さ３５０ｎｍ）の膜とを順に蒸着して形成される。これらの電極は、蒸着後に熱
処理を行い炭化珪素との合金を形成することによってオーミック電極とされる。
【００４２】
　本発明では、バイポーラ型炭化珪素半導体素子を３００℃以上、好ましくは３００℃～
６００℃、より好ましくは４００℃～５００℃で加熱を行う。６００℃を超えると、電極
を構成する金属材料によっては溶融するなど、得られたバイポーラ型炭化珪素半導体素子
が正常な作動を行うことができなくなる場合がある。
【００４３】
　前述した方法で製造したバイポーラ型炭化珪素半導体素子を上記の温度範囲で加熱する
ことによって、積層欠陥の核となる欠陥が低減し、電流通電による順方向電圧の増加を抑
制させることができる。すなわち、後述する実施例にも示したように、３００℃近傍を境
として積層欠陥の核となる欠陥が低減し、順方向電圧の増加が抑制できるようになる。
【００４４】
　この現象は、次の理由により生じるものと考えられる。前述したように、ｐｎダイオー
ドなどのバイポーラ型半導体素子では、ｎ型エピタキシャル膜と、ｐ型エピタキシャル膜
とｐ型エピタキシャル膜との界面付近またはｎ型エピタキシャル膜とｐ型注入層との界面
付近が電流通電時に電子と正孔が再結合領域となり、炭化珪素エピタキシャル膜に存在す
る欠陥がこの再結合エネルギーによって積層欠陥へと変換される。この積層欠陥が形成さ
れた領域は、電流通電時に高抵抗領域として作用すると考えられており、その結果として
、積層欠陥の面積拡大に伴ってバイポーラ型炭化珪素半導体素子の順方向電圧が増加する
ことになる。
【００４５】
　しかし、３００℃以上の温度で加熱処理を行うと、積層欠陥の核となる欠陥を形成する
Ｓｉ原子およびＣ原子は、欠陥として存在するよりも正常な格子位置で存在する方が安定
な状態になるため欠陥は低減し、この結果として電流通電による順方向電圧の増加が抑制
されると考えられる。なお、電流通電後のバイポーラ型炭化珪素半導体素子をＸ線トポグ
ラフ像、フォトルミネッセンス像、エレクトロルミネッセンス像、カソードルミネッセン
ス像、溶融塩エッチングによるエッチピットなどにより観察することによって、核欠陥か
ら拡大した積層欠陥を確認できる。また、上記の手段によって、積層欠陥の核欠陥も確認
できる。
【００４６】
　上記の加熱処理は、アルゴンガスなどの不活性ガス雰囲気下で、積層欠陥の核欠陥が充
分に低減されるまで行う。加熱処理は、素子製造工程における最後の工程として行われ、
通常は、電極を形成する工程の次の工程として行われる。少なくとも、この加熱処理は、
全てのイオン注入工程の後に行われ、且つ、素子表面を保護するための酸化膜を形成した
当該素子表面における電極を形成する部位を含む各部位の酸化膜を除去し、当該部位にお
いてエピタキシャル膜を露出させる工程の後に行われる。
【００４７】
　なお、電極形成工程の一部として、電極を構成する金属とＳｉＣとの界面におけるシン
タリングを目的として電極蒸着後に所定の温度で熱処理する場合があるが、上記のように
積層欠陥の核欠陥を充分に低減するには、これとは別途の工程として充分な加熱処理を行
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う必要がある。本発明における３００℃以上での加熱処理の時間は、加熱温度や欠陥密度
によって変化し、前述の加熱温度範囲における加熱温度が低い場合や、欠陥密度が高い場
合は、加熱時間を長くすることが望ましい。加熱処理の時間は、通常は１０分以上、好ま
しくは１０～１２０分、より好ましくは３０～６０分である。
【００４８】
　上記の加熱処理を行うことによって得られたバイポーラ型炭化珪素半導体素子は、パッ
ケージへ実装されることが多く、こうした素子は、パッケージに実装された形態で電力制
御用の機器、装置などに組み込まれる。このようなパッケージの耐熱最低温度は、素子の
絶縁基材への接着や封止のために使用される樹脂材料の耐熱性等の点から、通常は２００
℃程度である。したがって、上記の加熱処理はパッケージへ実装する前に行う必要がある
。
【００４９】
　後述する実施例に示したように、結晶型が４Ｈである炭化珪素を用いて複数のｐｎダイ
オードを作製し、各温度で加熱処理を行ったｐｎダイオードおよび加熱処理を行わなかっ
たｐｎダイオードのそれぞれに対して、電流密度１００Ａ／ｃｍ2で６０分間の通電を行
ったところ、図４に示したように、加熱処理を行わなかったｐｎダイオードでは多くの積
層欠陥が確認された。３００℃未満の温度で加熱を行ったものでも、加熱処理を行わなか
ったものと同程度の積層欠陥が確認されたが、３００℃で加熱処理を行うと、積層欠陥の
低減が見られ始めた。そして、さらに加熱温度を上げると共に、積層欠陥は顕著に低減し
、５００℃の加熱では積層欠陥がほとんど観察されなかった。さらに６００℃の加熱を行
ったがさらなる低減は見られなかった。
【００５０】
　このように、３００℃以上の温度で加熱することによって、電流通電後におけるバイポ
ーラ型炭化珪素半導体素子の順方向電圧の増加を抑制させることができるが、この現象は
エピタキシャル成長を行う結晶面には依存しないと考えられ、例えば（０００１）Ｓｉ面
、（０００－１）Ｃ面、（１１－２０）面、（０１－１０）面、（０３－３８）面などを
エピタキシャル成長を行う結晶面としても同様の現象が起きる。特に、積層欠陥の面と、
電流通電経路の方向とが成す角度が大きい場合、例えば積層欠陥の面が電流通電経路を垂
直に遮断するような場合に、積層欠陥が通電劣化に大きく影響するが、このような場合で
も順方向電圧の増加を抑制できる。
【００５１】
　一方、炭化珪素単結晶には複数の結晶型が存在するが、上記の現象は、３００℃以上の
温度では炭化珪素バルク単結晶が安定化することに起因していると考えられ、この点から
４Ｈ－ＳｉＣ（六方晶四回周期型）の他に、６Ｈ－ＳｉＣ（六方晶六回周期型）、２Ｈ－
ＳｉＣ（六方晶二回周期型）、１５Ｒ－ＳｉＣ（菱面十五回周期型）を用いた場合にも、
上記の加熱処理によって同様に積層欠陥の核となる欠陥が低減し、その結果として電流通
電による順方向電圧の増加が抑制される。
【００５２】
　また、炭化珪素単結晶基板の表面から成長させた炭化珪素エピタキシャル膜の内部で電
流通電時に電子と正孔が再結合するバイポーラ型炭化珪素半導体素子であれば、ｐｎダイ
オード以外の他のバイポーラ型炭化珪素半導体素子であっても、上記の温度で加熱処理す
ることにより炭化珪素エピタキシャル膜が安定化し、積層欠陥の核となる欠陥が低減し、
その結果として電流通電による順方向電圧の増加が抑制される。このようなバイポーラ型
炭化珪素半導体素子としては、例えば、サイリスタ、ゲートターンオフサイリスタ（ＧＴ
Ｏサイリスタ）、絶縁ゲートバイポーラトランジスタ（ＩＧＢＴ）、バイポーラ接合トラ
ンジスタ（ＢＪＴ）などが挙げられる。
【００５３】
　なお、本発明は、炭化珪素の昇華温度（２０００～２２００℃）に比較して極めて低い
温度で欠陥を除去できることを見出したものである。シリコン半導体素子では、欠陥除去
を目的として熱処理が行われることがあるが、この熱処理はシリコンの融点温度（１４０
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０℃）に近い１２００℃で行われ、本発明とは全く異なるものである。
【００５４】
　以下、本発明における別の態様について説明する。この実施態様では、３００℃以上の
温度での熱処理の前に、半導体素子の動作領域となるＳｉＣ単結晶部分に対して、電子－
正孔対生成が可能な波長における光照射を実施する。
【００５５】
　このように光照射を実施することで、積層欠陥の低減効果をさらに増すことができる。
これは、ＳｉＣ単結晶内で電子－正孔対が生成されることにより、完全転位ループ型の積
層欠陥が、加熱による低減効果がより高い不完全転位ループ型の積層欠陥に変化すること
による。
【００５６】
　以下、図３を参照しながら説明する。同図において、符号１２はＳｉＣエピタキシャル
膜の表面、符号１３は（０００１）Ｓｉ面である。図３（ａ）に示すように、ＳｉＣ単結
晶中には、不完全転位ループで構成される積層欠陥１１ａと、完全転位ループで構成され
る積層欠陥１１ｂの２種類が存在する。
【００５７】
　このＳｉＣ単結晶に対して上述した熱処理を行うと、図３（ｂ）に示すように、不完全
転位ループで構成される積層欠陥１１ａは消滅するが、完全転位ループで構成される積層
欠陥１１ｂは消滅しない。これは、完全転位ループでは、完全転位が分解してできる２本
の不完全転位同士が反発するため、２本の不完全転位の間にある積層欠陥を消滅できない
ためである。これに対して、不完全転位ループは１本の不完全転位のみで構成されるため
、反発力が生じず積層欠陥の消滅が起きる。
【００５８】
　一方、図３（ｃ）に示すように、熱処理前に、電子－正孔対生成が可能な波長における
光を照射すると、光照射による積層欠陥の拡大効果によって、完全転位ループで構成され
る積層欠陥１１ｂが、不完全転位ループで構成される積層欠陥１１ａに変化する。その後
、上述した熱処理を行うことによって、図３（ｄ）に示すように、図３（ａ）における積
層欠陥１１ａと積層欠陥１１ｂの両方が消滅する。
【００５９】
　光照射は、素子の動作領域において電子－正孔対生成が可能な波長および強度で行われ
、例えば、波長３５０ｎｍ～３６５ｎｍのレーザー光またはＬＥＤ光を用いることができ
る。
【００６０】
　この実施態様における光照射工程および熱処理工程は、上述したように、バイポーラ型
炭化珪素半導体素子の製造工程の最後において行うことができる。すなわち、該バイポー
ラ型炭化珪素半導体素子の動作領域に対して、電子－正孔対の生成が可能な波長における
光照射を行い、次いで、このバイポーラ型炭化珪素半導体素子を３００℃以上の温度で加
熱する。
【００６１】
　さらに、この実施態様における光照射工程および熱処理工程は、炭化珪素半導体素子の
製造工程において広く適用することができる。すなわち、素子形成過程にある炭化珪素半
導体における素子の動作領域となる位置、または、素子形成が完了した炭化珪素半導体素
子における当該素子の動作領域へ、電子－正孔対生成が可能な波長における光照射を行い
、前記炭化珪素半導体または炭化珪素半導体素子を３００℃以上の温度で加熱することで
、積層欠陥を効果的に低減することができる。
【００６２】
　以上、本発明の実施形態について説明したが、本発明は上述した実施形態に限定される
ことはなく、その要旨を逸脱しない範囲内において各種の変形、変更が可能である。
実施例
　以下、実施例により本発明を説明するが、本発明はこれらの実施例に限定されるもので
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はない。
［実施例１］
　図２に示したｐｎダイオードを試験用に作製した。改良レーリー法により成長させたイ
ンゴットをオフ方向［１１－２０］、オフ角度８°でスライスし、表面を鏡面処理したｎ
型の４Ｈ－炭化珪素（０００１）基板（キャリア密度８×１０18ｃｍ-3、厚さ４００μｍ
）の上にＣＶＤ法によって窒素ドープｎ型炭化珪素層（ドナー密度５×１０14ｃｍ-3、膜
厚４０μｍ）とアルミニウムドープｐ型炭化珪素層（ｐ型接合層：アクセプタ密度５×１
０17ｃｍ-3、厚さ１．５μｍ、およびｐ＋コンタクト層：アクセプタ密度１×１０18ｃｍ
-3、厚さ０．５μｍ）を順次エピタキシャル成長させた。
【００６３】
　次に、反応性イオンエッチング（ＲＩＥ）によりエピタキシャル膜の外周部を除去して
高さ幅４μｍのメサ構造を形成した。メサ底部での電界集中を緩和するために、メサ底部
にアルミニウムイオンを注入してトータルドーズ量１．２×１０13ｃｍ-3、幅２５０μｍ
、深さ０．７μｍのＪＴＥを形成した。イオン注入後、アルゴンガス雰囲気下で熱処理を
行いアルミニウムイオンを活性化した。その後、素子表面に保護用の熱酸化膜を形成した
。
【００６４】
　得られた基板の表裏面に、電子線加熱蒸着装置を用いてカソード電極とアノード電極を
蒸着した。カソード電極は、基板の下面にＮｉ（厚さ３５０μｍ）を蒸着して形成し、ア
ノード電極は、ｐ＋型コンタクト層の上面にＴｉ（厚さ１００μｍ）とＡｌ（厚さ３５０
μｍ）の膜を順に蒸着して形成した。これらの電極を蒸着した後、炭化珪素との合金を形
成することによってオーミック電極とした。
【００６５】
　このようにして得られたｐｎダイオードに対して、不活性ガス雰囲気下、３００℃で６
０分の加熱処理を行った後に、以下の電流通電試験を行った。高融点半田を用いてｐｎダ
イオードのカソード電極を銅板上に貼り付け、超音波ボンディング装置を用いてアノード
電極にアルミニウムワイヤをボンディングした。銅板とアルミニウムワイヤに電流源と電
圧計を接続し、ｐｎダイオードを室温においた状態で、順方向に１００Ａ／ｃｍ2の直流
電流を６０分間流した。続いて、このｐｎダイオードのフォトルミネッセンス像を観察し
たところ、図４に示したように、加熱処理を行わなかった下記比較例１の場合に比べて、
積層欠陥の低減が見られた。
［実施例２～４］
　実施例１で作製したものと同様のｐｎダイオードに対して、加熱温度を変えた以外は実
施例１と同様の条件にて、４００℃（実施例２）、５００℃（実施例３）、６００℃（実
施例４）の加熱処理を行った。その後、実施例１と同様の電流通電試験を行った。続いて
、これらのｐｎダイオードのフォトルミネッセンス像を観察したところ、図４に示したよ
うに、４００℃の加熱では積層欠陥の明らかな低減が見られ、加熱温度を高めると共に積
層欠陥はさらに低減した。
［比較例１］
　実施例１で作製したものと同様のｐｎダイオードに対して、加熱処理を行わないで、実
施例１と同様の電流通電試験を行った。続いて、これらのｐｎダイオードのフォトルミネ
ッセンス像を観察したところ、図４に示したように、面積が大きい多数の積層欠陥が観察
された。
［比較例２、３］
　実施例１で作製したものと同様のｐｎダイオードに対して、加熱温度を２００℃（比較
例２）、２５０℃（比較例３）とした以外は実施例１と同様の条件にて加熱処理を行った
。その後、実施例１と同様の電流通電試験を行った。続いて、これらのｐｎダイオードの
フォトルミネッセンス像を観察したところ、加熱処理を行わなかった比較例１の場合と同
程度の面積が大きい多数の積層欠陥が観察された。
[実施例５]
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　実施例１で作成したものと同様のｐｎダイオードに対して、加熱処理を行う前に、1ｍ
Ｗ以上の光強度を有する波長３５０ｎｍ～３６５ｎｍのレーザー光またはＬＥＤ光を、こ
れらのｐｎダイオードの動作領域となるＳｉＣ単結晶領域に対して照射した。その後、実
施例１と同様の条件にて加熱処理を行った。
【００６６】
　熱処理後のｐｎダイオードについて、実施例1と同様の電流通電試験を行った。続いて
、これらのｐｎダイオードのフォトルミネッセンス像を観察したところ、レーザー光また
はＬＥＤ光を照射しなかった実施例１の場合に比べて、積層欠陥の密度がさらに低減した
。

【図１】 【図２】
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